






























































































































































































































































都市研究組織委員会は， 6月29日 7月6日， 7月8日，


























































































都市研究セ γター設立経過に関する資料 77 
は独立のテーマとしては認めないこと，かつ， 45年度の
研究とりまとめのために方法論的研究について再検討を






































i研「研 究 ア 一 vマ ーマの処置タイプ
1 1都市史・都市計画史研究 1 A J 0 
2 1理都市・社に会おけ的適る環応境の問の題変化に対する心 I B 1 →6 
|都容市と再に編おけるコミュニティ意識の変 IB →6 
4 I住居様式と居住者の心理との関係 1 c 1 x 
5 1境東尽言都語市分街布地区および周辺地区の環究 1 c と との対応に関する研
6 I都市社会の構造的変化に関する研究 IA 10 
7 1都市の経済物質の循環構造 I A 10 
8 I都と機市能間にお関よすび都る研市究内部の地域的構造 1 A 10ノ
9 1都体市系化における人間一環境システムの 1c 1 
101住宅地の土地条件と地価と土地利用 1B 1→6 
111中小企業の調査 1 B 1 x 
121農業集落の変質 1 B 1→6 
131地価形成のメカニズム 1 c 1 x 
141都市に関する概念の総合 1 A 10 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































共同研究室 (30坪)x 2 
ゼミナール室 (10坪)x 2 
資料室 (40坪)x 1 
作業室 (60坪)x 1 


























































































































































































































































































































































































































































































































































① 3-3に示すテーマのうち， 2)， 3)， 5)， 6)， 7)を





2) 都市史，行政学，建築史 2年 6名
3) 経済，都市地理，生態学，都市計画 3年 6名
5) 化学，経済，生態学，都市工学 5年 10名
6) 行政，法律 2年 6名








































































































































































































































































































































共同研究室 (3011) X 2 
ゼミナール室 (10") x 2 
資料室 (401/) X 1 
作業室 (60吋 x1 






























































































































































































事務室 3 I! 
研究室 4 I! 
共同研究室 5 I! 計14コマ





































































































































































































































































































































































































所 長 室(会議室を含む) 3コマ
事 務 室 3 " 
資 料 室 2 " 
専任研究員個室(1コマ xl0) 10 " 
チ{ム研究室 (3コマ x2) 6 " 
資料作成室 (3コマ x2) 6 " 
計 30 " 












































































































































































































































昭和 52年 4月 1 日
東京都立大学規則第215号
3. 前項第2号に掲げる者については，総長が任命す
る。
4. 前項の規定により任命された委員の任期は 2年
とし，補欠委員の任期は，前任者の残任期間とす
る。
5 委員会は，所長が招集し，その議長となる。
6. 委員会は，次の事項を審議する。
1. 研究の企画
2. 研究員の選考
3. 研究の円滑な運営に必要な調整
4. その他センターの運営に関する重要な事項
7. 必要ある場合，委員会は，委員以外の者の出席を
求め，意見を開くことができる。
(研究員)
第5条 センターに研究員を置く。
2. 研究員は，委員会で選考し，所属学部の承認のう
え所長の申し出に基づき総長が任命する。
3. 研究員は，研究に従事するとともに，センターに
おけるその他の業務を処理する。
4. 研究チームの編成並び、に研究の推進にあたるため
主任を置く。主任は研究員のなかから所長が指名す
る。
5. 必要ある場合は，学外の都市研究に専門的知識を
有する者を研究員(非常勤)に委嘱することができ
る。
(実施細目)
第6条 その他この規程の実施について必要な事項は，
総長が別に定める。
附 則
1. この規程は，昭和52年4月1日から施行する。
2. 都市研究委員会規程は，廃止し，都市研究委員会
の業務は，センターが引継ぐ。
